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議　　　　長 大内　則夫

令和2年1月31日

党　派　別

現議員数
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会計関係
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普通会計関係
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副議長 越智　辰哉

②地勢・風土等②議会（令和元年5月1日現在）

任　　　　期

第１次

区分

942

18,968

3,062 億円
住民所得

人口1人当り住民所得

国勢調査

18,470

37,713

19,031

37,438

老齢人口割合

＜村長＞ － ＜副村長＞
　 企画総務部 － 企画経営課，総務課，人事課，税務課，秘書広報課
　 村民生活部 － 地域づくり推進課，環境政策課，防災原子力安全課
 　福　 祉 　部 － 福祉総務課，高齢福祉課，障がい福祉課，健康増進課，
　　　　　　　　　　　 子育て支援課，住民課
　 産 　業 　部 － 産業政策課，農業政策課
　 建　 設 　部 － 都市整備課，区画整理課，下水道課

＜会計管理者＞
　 会計課

＜病院事業＞
　 病院開設者 － 福祉総務課 － 村立東海病院

＜水道事業＞
　 建設部 － 水道課

＜教育委員会＞　
　 教育長 － 学校教育課，生涯学習課，国体・スポーツ推進課，指導室

＜議会＞
　 議会事務局

＜監査委員＞
　 監査委員事務局

＜農業委員会＞
　 農業委員会事務局

＜行政委員会＞
　 選挙管理委員会，固定資産評価審査委員会

平成２７年

一般行政職の
平均給料月額

403

全職員数

400

人

　東海村は，県都水戸市の北東約１５kmに位置し，北は久慈
川をはさんで日立市，西は那珂市，南はひたちなか市と接し，
東は太平洋に面している。
　年間を通じて温暖な気候に恵まれ，西の台地には豊かな畑
地と緑の平地林が広がり，久慈川の南と真崎浦や細浦などの
低地は，実り多い水田地帯となっている。
　また，村内には，大神宮や村松山虚空蔵堂などの多くの歴
史的遺産のほか，原子力発祥の地として多種多様の原子力
関連施設が存在する。

条例定数

公明2人，共産1人，国民民主1人，無所属16人

③人口・世帯数363

17,805

女
400

18,961

18,65018,682
402

平成27年4月1日
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③職員数（平成３０年４月１日現在）

029-287-0317

ｋ㎡

①長等（令和元年5月1日現在）

＜行政組織＞

一部事務組合加入事業

http://www.vill.tokai.ibaraki.jp
soumu@vill.tokai.lg.jp

地域指定

029-282-1711

083411

〈 ＦＡＸ 〉

地方公共
団体コ－ド

公営企業

東海村（とうかいむら）

〈 Ｈ Ｐ 〉

〈 住所 〉
〒 319-1192

〈 ＴＥＬ 〉

類型

村章

昭和30年3月31日　合併
石神村　村松村

法適用（上水　病院）
法非適用（公共下水　特
定環境下水　宅造）

都市開発

①沿革

＜概要＞

火葬場・斎場　公共下水道　ごみ　消
防　退職手当　消防賞じゅつ金　交通
共済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等　農
業共済

那珂郡東海村東海三丁目7番1号

38.00面積Ⅴ－２

〈e-mail〉
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△ 6,654

将来負担比率

実質公債費比率

③主要指標（平成２９年度）

標準財政規模（平成３０年度）

経常収支比率

財政力指数（平成３０年度）

2,996

連結実質赤字比率

人件費

678

3,197

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

百万円

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

積立金現在高（C)

百万円 [23,361]

[7,450]

5

[6.8]

[25,274]

H30
～

＜主要課題＞
 ・持続可能なまちづくりの実現
 ①安心して子どもを生み、育てやすい環境の実現に向けた子育て支援
 ②健やかで人間性豊かな子どもを育む教育環境の充実
 ③「いきいき茨城ゆめ国体２０１９」の開催とレガシーの継承
 ④新たな産業創生を見据えた地域経済の活性化
 ⑤「(仮称)歴史と未来の交流館」の建設と開館に向けた施策の展開

＜特色ある行政＞
 ・自治基本条例の理念に基づく住民との協働による各種施策の推進
 ・幼保連携施設や病児・病後児保育施設の運営，高校生までの医療費無料化，
　 妊娠・出産から子育て期に至るまでの切れ目のない支援体制の構築など子
   育て家庭に対する各種支援策の展開
 ・少人数学級編制や特認校制の導入，スタディ・サポーターや教科特別指導
　 員の配置など教育立村を目指した教育環境の整備
 ・村独自の環境マネジメントシステム運営など環境に配慮したまちづくりの推進

②今後の主要課題・特色ある行政等
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進事業

％

-

2,860

[37.0]

百万円

百万円

(13.12 )

1.439

-

H26
～

％実質赤字比率

(18.12 )

22

3.1

49.5

12.6

△ 136

2,663

15.9

3.6

投資的経費

15.9

99.8

か所

99.0

[96.2]

か所18

認定こども園 ※１

5

3

園

70.7 ％

2

小学校 ※１

図書館
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概　 算
事業費

期間

（百万円）

R1
～

名　　称

東海村病児・病
後児保育施設運
営管理事業

地域未来ビジョン
推進事業

内　　　容

地域ごとの将来像や理想の環境を思い
描き実現するため，地域おこし協力隊
の制度を活用し，地域に自信と活力を
蘇らせる新たな地域づくりを推進する。

保護者の子育てと就労の両立を支援す
るため，新たに開設する病児・病後児
保育施設の適切かつ円滑な運営管理を
行う。
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④市町村税の状況（平成２９年度）
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-
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△ 10.9

その他 4,873
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34.6
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△ 22.1

△ 2,320

△ 901 △ 34.2

実質単年度収支 339,274

△ 37.5

△ 12.3

区　　分 増減率

△ 3.4

②主な歳入・歳出（平成２９年度）

決算額

3,159

△ 36

11,540

－
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形式収支

実質収支

地方税

増減額

610,831

741,322

19,631,592

平成２９年度決算

地方交付税

＜財政状況＞

①決算収支

区分 平成２８年度決算

歳　　入

21,209,809歳　　出

単年度収支 △ 143,885

488,881

21,896,306

（千円・％）

△ 10.9

11,540,402

プ－ル

60 校

658.8

[95.6]

83,822

か所1

か所

68.1

市町村税合計
（国保除く） 11,661,765

※１は平成３０年度

区分

16.9

18,890

14.1

市町村民税・個人
（構成比）

18,890,270

686,497

0.0

△ 444

24.8

地方債

国庫支出金

歳　　　入

0

0

0.3

△ 403

固定資産税
（構成比）

市町村民税・法人
（構成比）

（

7,930,123

- 3.8

19,632

(）

＜公共施設整備状況＞（平成２９年度）

121,950

構成比

△ 2,264

16.1

- か所

幼稚園 ※１

校

6 病院・一般診療所

老人福祉施設

△ 10.3

（百万円・％）

-

保育士の確保や待機児童の解消を図る
ため，村内の公立・私立保育施設に勤
務する保育士等を対象として処遇改善
のための支援を実施する。

保育士等雇用緊
急対策事業

121

140 5.4

286

△ 21.6

142 5.0

・健全化判断基準

2,724 14.4うち繰出金

村の歴史を伝承するとともに，子ども
たちの学びや体験を創造する生涯学習
の拠点施設となる，「（仮称）歴史と
未来の交流館」の建設を推進する。

村の産業振興を推進するため，村内企
業を対象とした，先進科学技術を学ぶ
セミナーの開催や中小企業者による新
商品の開発等に係る支援を実施する。

汚水処理普及率

道路舗装率

道路改良率

80.3 ％

園

か所

か所

①主要施策実施状況

R1
～ 3

R1
～

％90.4

1体育館

（仮称）歴史と未
来の交流館建設
事業

＜主要施策等＞

411

15

16

％


